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Abstract 概要1997年12月に京都で開催されたCOP3において、日本は目標期間までに二酸化炭素を6%削減

する事が決定された。産業・運輸・民生の3つの部門の中でも特に運輸部門における二酸化炭素排
出量の伸びが著しく、EVなどのような低燃費車の開発及び普及の促進・自動車税のグリーン化に
よる経済的誘導施策が必要である。税制のグリーン化とは、消費者が自動車を購入するに当たっ
て低燃費車の選択を促進するようにも直すもので（これを燃費税と呼ぶ事にする）、これを強力
に推進すれば、自動車からのCO2排出削減について大きな効果が見込める。自動車のライフサイ
クルのなかで走行段階に排出する二酸化炭素の量が非常に多い事を考えれば、ガソリンに課税を
して走行需要を減らすという施策も考えられる。本研究では、まず、自動車の詳細な保有データ
を分析し階層型ロジットモデルにより消費者の車種選好モデルを構築した。そして、そのモデル
に従って自動車のシェアが決まるという仮定の下に、次世代低燃費車の導入・燃費税・ガソリン
税の導入によるシェアの推移や二酸化炭素の排出量の推移をシミュレートし評価した。まず、ハ
イブリット車及び電気自動車をモデルに導入しその販売台数を算出した。ハイブリット車につい
ては4399台/年、電気自動車については962台/年という結果が得られた。次に、電気自動車に補助
金を与えて販売台数の予測をおこなった。補助金がはずせるところまで販売台数をのばすことは
できなかった。従って、電気自動車を普及させるためにはコストや基本性能をガソリン車なみに
充実させる必要があると考えられる。次に、燃費税導入によるシェアの変化及び二酸化炭素削減
の定量評価をおこなった。税率r=1500円/cc/kmで約5.2%、r=2000円/cc/kmで約7 .3%の削減とな
った。特にセダン型の自動車においては、燃費税導入によるシェアの変動が大きくその効果が大
きく望める。また、ハイブリット車に燃費税を導入してその販売台数の変化を算出した。r=2000
円/cc/kmで現行課税の約2倍、 r=5000円/cc/kmで約4倍の販売台数となった。従って、燃費税を導
入することによって、低燃費車のシェアが飛躍的に増加し、メーカー側に対する低燃費車開発・
導入のインセンティブになると考えられる。最後にガソリン課税の評価をおこなった。年間走行
距離に対するガソリン価格の弾性値は-0.197となり、ガソリン課税によって走行距離の低減があ
る程度望めるという結果となった。また、ガソリン課税を選好モデルに導入することによって、
ガソリン価格があまり消費者の選好に影響を与えないということが確認された。以上の結果より
、まず、EVについては現状のままでは補助金を入れたとしても広く普及させることは難しく、新
たな技術開発が望まれる。燃費税は、新技術を要さずに一定の二酸化炭素削減効果が期待できる
ことから導入の検討に値する。また、メーカー側に対する低燃費車導入のインセンティブ効果も
期待できる。ガソリン課税については、単独ではなく他の施策と併せての導入が現実的であろう
。
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キ ーワー ド

   階層型 ロジ ヅトモデル、低燃費車、燃費税、ガソリン課税

概要

 1997年12月 に京都で開催 されたCOP3に おいて、日本は目標期間までに二酸

化炭素を6%削 減する事が決定 された。産業 ・運輸 ・民生の3つ の部門の中でも特に運

輸部門における二酸化炭素排出量の伸びが著 しく、EVな どのような低燃費車の開発及

び普及の促進 ・自動車税のグ リー ン化による経済的誘導施策が必要である。税制のグリ

ーン化 とは、消費者が自動車 を購入するに当たって低燃費車の選択を促進するようにも

直すもので （これを燃費税 と呼ぶ事にする）、これを強力に推進すれば、 自動車からの

CO2排 出削減について大きな効果が見込める。自動車のライフサイクルのなかで走行

段階に排出する二酸化炭素の量が非常に多い事を考えれば、ガソリンに課税をして走行

需要を減 らすという施策 も考えられる。

 本研究では、まず、自動車の詳細な保有データを分析 し階層型 ロジッ トモデルにより

消費者の車種選好モデルを構築 した。そして、そのモデルに従 って自動車のシェアが決

まるという仮定の下に、次世代低燃費車の導入 ・燃費税 ・ガソ リン税の導入によるシェ

アの推移や二酸化炭素の排出量の推移 をシミュレー トし評価 した。

 まず、ハイブリヅト車及び電気 自動車をモデルに導入 しその販売台数を算出した。ハ

イブリヅト車については4399台/年 、電気 自動車については962台/年 という結

果が得 られた。次に、電気自動車に補助金を与えて販売台数の予測をおこなった。補助

金がはずせるところまで販売台数をのばすことはで きなかった。従 って、電気自動車を

普及 させるためにはコス トや基本性能をガソリン車なみに充実させる必要があ ると考

え られる。

 次に、燃費税導入によるシェアの変化及び二酸化炭素削減の定量評価をおこなった。

税 率r=1500円/cc/kmで 約5.2%、r=2000円/cc/kmで 約7 .



3%の 削減 となった。特にセダン型の自動車においては、燃費税導入によるシェアの変

動が大 きくその効果が大きく望める。また、ハイブ リット車に燃費税を導入 してその販

売台数の変化を算出 した。r=2000円/cc/kmで 現行課税の約2倍 、 r=50

00円/cc/kmで 約4倍 の販売台数となった。従って、燃費税を導入することによ

って、低燃費車のシェアが飛躍的に増加 し、メーカー側に対する低燃費車開発 ・導入の

インセンテ ィブになると考えられる。

 最後にガソリン課税の評価をおこなった。年間走行距離に対するガソリン価格の弾性

値は_o.197と な り、ガソリン課税によって走行距離の低減がある程度望めるとい

う結果 となった。また、ガソ リン課税 を選好モデルに導入することによって、ガソリン

価格があまり消費者の選好に影響を与えないということが確認された。

 以上の結果よ り、まず、EVに ついては現状のままでは補助金を入れたとしても広 く

普及させることは難 しく、新たな技術開発が望 まれる。燃費税は、新技術を要さずに一

定の二酸化炭素削減効果が期待できることから導入の検討に値する。また、メーカー側

に対する低燃費車導入のインセンティブ効果も期待できる。ガソリン課税については、

単独ではな く他の施策 と併せての導入が現実的であろう。
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1.序 論

 1997年12月 に京都 で開催 され たCOP3に お いて、日本 は 目標期 間 までに二酸

化炭素を6%削 減する事が決定された。産業 ・運輸 ・民生の3つ の部門の中でi特 に運

輸部門における二酸化炭素排出量の伸びが著 しく、この部門における自家用車からの排

出量を削減することが必須であると考えられる。

 運輸省は短中期に取るべ き施策 として、低燃費車の開発及び普及の促進、自動車関係

税制のグリーン化による経済的誘導施策を挙げている。低燃費車 とは電気 自動車やハイ

ブリヅ ト車のことで、これらの車は二酸化炭素削減効果が大 きく、その重点的投入に大

きな期待が寄せられている。また、消費者が自動車を購入するに当たって低燃費車の選

択を促進するような 「自動車関係税制のグ リーン化」（現行自動車関係税制を環境負荷

の低減に資するものになるよう見直すこと。これを燃費税 と呼ぶ事にする。）による経

済的誘導施策を強力に推進すれば、自動車からのCO2排 出削減について、他の施策に

比べはるかに大きな効果が見込める。自動車のライフサイクルのなかで走行段階に排出

する二酸化炭素の量が非常に多い事を考えれば、ガソリンに課税 をして走行需要を減 ら

すとい う施策も考えられる。

本研究では、まず、自動車の詳細な保有データを分析 し階層型 ロジヅトモデルを用いて

消費者の車種選好モデルを構築 した。そ して、そのモデルに従 って自動車のシェアが決

まるという仮定の下に、次世代低燃費車の導入 ・燃費税 ・ガソリン税の導入によるシェ

アの推移や二酸化炭素の排出量の推移 をシミュレー トし評価 した。

蝌

繍薦
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2.分 析 手 法

 本研 究 で用 い た多項 ロジ ヅ トモデル とは効 用 と選択 の関係 を扱 う確率効 用の モデル

の1つ であ る。Jkを 対象kの 確定的効用 とすれ ば・選択 の基準 とな る確率 的効 用U
kは

次 のよ うに規定 され る。

Uk累Jk+ε ん   式 （2.1）

ε鳶は状況依存的 な気 ま ぐれ要因、fkに 含 まれて いない要 因の効果 な どと解釈 され る
。

確 率変数 εんの分布 を定 めるこ とによ り対象kが 選択 され る確y'Pkが 求 め られ る。 E
kを

あ る分散の第1種 極 値分布 を仮定す る と確率Pkは 以下の よ うに規定 され る。

哺 黝 式（2・2）

また、効用は属性の線形和 として

fk一 Σ α・1n（Zkl）   式 （2・3）
   ノ

表される。確 Pkは 対象kの シェアと考えることがで きる。

 本研究では最尤法を用いてモデルを決定 した。母集団の確率密度関数がノ（x,B）とい

う形で与えられるとすると、その結合確率密度関数は

1.（θ）¶ ∫（Xn・θ） 式 （2・4）
   n

とあ らわ され る。このL（θ）を最大 にする θを最尤推定量 と考える。

a
一=,lnL

ae（ θ）黜0 式 （2・5）

を解 くこ とに よって θが求め られ る。

3.選 好モデルの構築 とその結果

3.1 デ ー タの 整備

 本研 究で使 用 したデー タは1993年 か ら1996年 までの4年 間の保有 デー タで

あ る。まず、この膨大な数のデ.v.タの整備 をお こな った。元デー タから普通乗用車 と小

型4輪 乗用車 を抽 出 し、その中で外 国車 と燃 費モー ドが異な る車（10モ ー ドと10・15モ

ー ド以外）を排除 した
。最後 に消費者物価指 数 を用いて価格 の実質化 をお こな った。

3.2 階層型ロジッ トモデル

3.2.1 階層型 ロジッ トモデルの構造

消費者がある自動車を購入する際において、まずその形状を決めて、次に価格帯を絞

り込み、そうした自動車の中で各排気量帯における馬力と経費の兼ね合いで購入を決定

2



すると考えられ る。本研究では消費者の選択行動を以土のように仮定 し、多段階的な選

択行動を説明する階層型ロジヅトモデルを採用 した。
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図3.2.1 階層型 ロジ ッ トモデルの構造

3.2。2 排気量 クラス間モデルの構築

 価格帯 クラスi・ 排気量 クラスkの 車の シェア 輪 は多項 ロジ ヅ トモデルの考え方 を

用いれば

S=_翌 璽9琴P（血 ）一一kiΣM
窺exp（ ん ）

式 （3.2.1）

とな る。.M海 は規模 変数 でその クラス の車種 数 を充て る。 ん は その クラスの確定的効

用 になる。 ん の要素 と しては、車 の馬 力 ・室内容積 ・経 費が考 え られ る。本研究で は

経費 と馬力 ・経 費 と室 内容積 の2つ の組 み合 わせ を考 え、有意なモデルが構 築で きた方

を選択 した。従 って、例 えば ん は馬力 をx、 経費 をyと すれば効用 関数 をlnと して

ん=αJn（x∂+わ ご1n（y∂ 式 （3.2.2）

と表 す ことがで きる。

 また、 台数 を㌔ とすれば尤度関数は

L一 口 （nkiki 式 （3・2・3）

と な り 、

a一 一一lnL=a-lnl ,=O

aa：ab： 1        t

として決定 され る。

=式 （3. 2.4）
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3.2.3 モデルの統 合

 次 に・排 気量 クラスモデル を統 合 して価格 クラス間のモデル を構築す る。価格 クラス

ユの シ ェ ア 、S1も

   exp（.fi） 式 （3・2・3）
  i

の形 で表 され る。なお、価格 クラスiの 確定効用は ログサ ム変数 とゼー タ変数 を用 いて

五=1,01+7i  式 （3.2.4）

Lq-ln》 ㈲ 式 （3・2・5）

ζ广1n←S1う   
exp（LOI）

と表 せる。

式 （3.2.6）

難 讐繍 櫞訓ll蕃1騰鑞鶸1辮

 3.3選 好モデルの決定

 3.3.1排 気量 クラス間モデル

  まず、決定 された排 気量 クラス間モデルの一例 を示 す。

 表3.3.1セ ダ ン型 価格 クラス～210万 円

糧 魃 惚 劉 匿蘊1麻 融 轍 鼻 幡 一

騨憐 騰構劃i翫ll糊
 表3・3.2セ ダン型 価格 クラス～210万 円の結果

拷気量ク乏冬ユ 樗本台数[瑾 悪 台薮二T二ず乳（%）1一{ …一 一宀

1800-cc  1 1440887 1  1373017

次 に 決定 され た 選択 ヅ リー を示 す 。
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図3.3.1選 択 ツ リー

3.3.2価 格 クラス間 モデルの決定

表3.3.3価 格 クラス間モデルの結果

形状

セダン型

RV型

価格 クラス

～210万 円

210～360万 円

360万 円～

～250万 円

250万 円～

ログサム変数

  LOl

 -11.892

3.656

-4.490

5.706

-11 .385

ゼータ変数

  ζま

 11.455

 -4.919

 1.847

一s.os7

10.234

 排気量 クラス間や価格クラス間においてシェアは変動するが形状間においてはシェ

、アの変動は考 えないので、各形状の合計台数は一定 と考 えるこ とが出来 る。
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表3.3.4各 形状の合計台数

「需 9546731

3121335._.,._

4.シ ミ ュ レー シ ョ ンの 概 要 とその 結 果

4.1 次世代低燃 費車の導入

4.1.1 導入方法

 まず、実際 に市販 されて いるハ イブ リッ ト車 とEVの 性能デー タをモデル に導入 して

販売 台数 を算出 した。用いたハイ ブ リヅ ト車 とEVの 性能デー タは以下の通 りである。

表4.1.1ハ イブ リヅ ト車の性能表

   形状一一 w一 酔}  一  一  一

  総排気量

        雫一 柄一 一 一一

PV（4ド アセダ ン）
臨

価格

     1496cc
  〔 耳一一 一 龠一 一  厚 一r  一_

     215万 円皿}匿 一一  一一 7『   一昌

  車両重量
『  『 「 一 一 一 一一 一_'   一-_臣_

燃 費 （10.15モ ー一 ド）
  川L一一

  1240kg『 「   幅 点    ～ 一 一 _   _    一   _

 28.Okm/1
58ps
      } ,   颪

    馬力
旨 一・一 ・ 一 一 一一一一 一・一 一 ・ 一 一一一 一一.

   室内容積一 幵 r
3.2375m 3

表4.1.2EVの 性 能 表

形状

出力

車両重量

 価格

 燃費

    RV
{  醒 天一一

 約68PS 一  一一            _崛

   1460kg四引 皿 }`『 一一  _一冖一_帚

   495万 円
      A〒  扁一7rL-

  3.5円1km
干   τ             一   一 一  一  甲   醒  噂一 _ _ _ _

 このハイ ブ リヅ ト車は価格 が150～180万 円帯の ガソ リン車 と競合 す るので、～

210万 円 クラスの下 に新た にこのハ イブ リヅ ト車専用の クラス を設 けて、そ こに導入

した。 またEVに ついては、 もととな ったガソ リン車 が存在 す る価格 クラス（～250

万 円クラス）にEV専 用 クラスを設けて導入 した。

s
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図4.1.1ハ イ ブ リヅ ト車の導入方法

4.1.2 導 入結果

 以下にハ イ ブ リヅ ト車及 びEVの 販 売台数 を示す。

表4.1.3ハ イブ リヅ ト車及びEVの 販売台数

1勉憾1徽 整
4.2 EVの 普及可能性の予測

4.2.1 予想方法

EVに 関 しては、現状では価格が高額すぎるので補助金を与えて販売を促進させる必要

があると考えられる。補助金を与えて販売台数 を増や し、量産効果によって車両コス ト

が低減するのである。まず、補助金の与え方を以下に示す。

表4.2.1補 助金の与え方

匡廴Ll覊鑠轢 引
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 量産効果については自動車会社から得 られたデータをもとにして、本研究に合 うよう

に設定 した。

表4.2.2EVの 量産効果

唇盤蠣縱1『覇訓
以上の量産効果 を対数関数で補間して量産曲線を設定 した。

 550

 500

 450

筐400

ε
崋350

厘

 300

 250

 200     v2, 瀕}再川^ ρ戸 へ a   “猷

0     1000   2000

      図4.2

 戸 } ρ^ρ ,舶 … ρ亘,声 ゑ

 3000    4000 台数

.1量 産 曲 線

P,,气 戸工 亀直庫

 5000     6000

    （価 格 ）=axIn（ 台 数 ）+b  式（4.2.1）

        a=一118.312

        ba1307.688

また具体 的なシ ミュ レー ションの方法 を以下に示す。

① 車体価格に対 して補助金 を入れてモデルに導入

② モデルから販売台数 を算出

③ その販売台数から量産効果を用いて車休価格を算出

④ 車体価格 を更新 して①に戻る
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①～③ までのループ を計算 す ると、

1.量 産 の軌道 に乗 り、補 助金 をはずす ことがで きる。

2.補 助金 をはずす とこ ろまで販 売台数 を伸 ばす ことはで きない

のいずれ かになる。

4.2.2 EV普 及予測の結果

 では補助金 を与えた場合 のEVの 普及 予測の結果 を以下に示す。

表4.2.3EVに 普及予測の結果

 __  _=__「_マ ー販売合数_三 三工 面叢終 車両価梧「一 一
補助金を与え剃い場 合■L  962台 ∠年_  1 .4需 万角一 

一_ケ ニ：ス1   1 _一 一1269台 件 一.    462.3方 円 一}  

_ク1一 ス望L ___」.一 一_一1470台!年      444.9万P3

- IT`_ス3 .⊥_1璽 錘 …_π 一ユ1卿 砺 巴二二1

4.3 燃 費税導入

4.3.1 シェアの変動 と二酸化炭 素削減効果 の算 出方法

 現行の 自動車税 か ら燃費税 に再編 した場合の二酸化炭素削減効果 を試算 する。燃 費税

は以下の方法 によって課税す る。

（h-z） ×r   式 （4.3.1）

hは 燃料 消費率 （cc/km） ・zは ゼ ロホイ ン ト （cc/km） 、 rは 税 率 （円/cc

/km） であ る。本研 究ではrを 外生的 に与え る。現状の シェア において、税額 が変 わ

らない （税収 中立） ようにゼ ロホイ ン トを設定 す ると以下の表 の ようにな る。

表4.3.1ゼ ロポ イ ン トの 設 定

税率r型ヨ血glk卑）

  r=500

r=1000

r=1500

r=2000

r=5000

ゼ 卩 ポ イ ン ト（cclkm）

   一〇.2091

39.37

52.56

59.16

71.03

燃費税 と税額の具体例を表にまとめた。
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表4.3.2燃 費税 の具体例

」劃
飆

劃

冖ド
[莓

蓮

   20km/1_

  25105

繼
   12km/11_IOkm/1

副難 猾1隰ll禺

鼎i羅隰 窟
燃費税の導入 によって税額の少ない低燃費車 にシェアがシフ トすることが予想でき

る。また全 自動車の燃料消費量の変化 を算出することで二酸化炭素の削減率を計算する

ことがで きる。

4.3.2 導入結果

以下に燃費税の導入によるシェアの変化 と二酸化炭素削減率を記載する。

 100

 90

 80

.一.60

K黔

ぶ ⑩

 30

 20

 10

 0

現行課税 Fsoo

→ ・一210万 円

  ...

→ ト210～36

  0万 円

一色一360万 円
  ～

x=1000  1=1500  x=2000  r；一,000

税 率（円/◎c/kπ0

図4.3.1 セダ ン型価格 クラスの シェアの変化
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図4.3.2二 酸化炭素削減率

4.3.3 メーカ側 に対 するイ ンセ ンテ ィブ効果 の予測

 燃費税導入 によ り、燃 費の良 い車 のシ ェアが増加 する とともに、自動車 メーカーが需

要の増加仁応 じて低燃費車の開発 ・導入 を重点的 に進 めるよ うなるこ とが予想 され る。

本研 究ではハ イブ リヅ ト車 に燃費税 を導入す ることで その効果 を評価 した。

表4.3.3燃 費税 のイ ンセ ンテ ィブ効果

廉 劇鑒黶 「欝憾針
r=2000

8094

84.01 劃
4.4 ガソリン課税

4.4.1 ガソリン課税の方法

 自動車部門において二酸化炭素の排 出を削減するためには走行需要の抑制が必要で

ある。そのためにはガソリンに課税 をする事が考えられる。過去20年 の トレンドから

年間の走行距離 とガソリン価格の関係 を明らかに し、ガソリン課税の効果とガソリン課

税によるシェアの変動 を評価する。走行距離をRD、 ガソリン価格をP、1世 帯あた り

の保有台数をCHと して

銑 《駆 銑 ）β 式 （4・4・1）

とすれば、走行距離に対するガソリン価格の弾性値 αが求まる。ガソリン価格に対する

課税率 を以下のように設定 した。
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表4.4.1ガ ソ リン課税 の税 率

「 歪 乏薹lll ll-ll一+10%+20%三Lτ

4.4.2 結果

 まず走行距 離モデルの結果 を示 す。

表4.4.2 走行距 離モデルの結果

脈毳享騰鬪
従 ってガソリン価格の変化による走行距離の変化は以下のようになる。

表4.4.3 ガソリン価格の変化による走行距離の変化

巨劃 望鑢糾 覊離三]
5.結 論

 まずハ イ ブ リヅ ト車及びEVを モデルに導入 したところハ イブ リヅ ト車 は4399台 ノ

年、EVは962台 ノ年 とい う結果が得 られた。実 際にはハ イ ブ リヅ トが約2万 台!年、 E

Vが 約100台!年 程度 の販売台数 である。モデルでは1車 種 平均の販売台数 が求 まるの

で、単純比較は で きない が妥 当な結果 といえる。

 次にEVに 補助金を与えて販売台数の推移を予測 した。しかし、どのケースについて

も補助金 をはず すところまで販売台数 を伸ばす こ とがで きなか った。現状 では、EVを

量産の軌道 に乗せ ることは難 しい と考 え られ る。コス トや走行性能 のい っそ うの充実 が

望 まれ る。

 燃 費税 はr=2000で 約7.3%の 二酸化炭素削減効果 が望 める結果 となった。特 にセダ

ン型 の車に関 しては シェアの変動が大 き くその効果 がかな り期待で きると考 え られ る。

新技術 の導 入 を要 さずに…定の二酸化 炭素 削減 効果 が望め るこ とか ら導入 の検 討 に値

する。消 費者全体 と しては新 たな税 負担 をさせない とい うところも特筆すべ き点 であ る

と考 え られ る。

 また、燃 費税 の導入 によ ってハ イ ブ リヅ ト車の販売台数が飛躍的 に増加 してお り、燃

費税 によ って低燃費 車が受 け るメ リヅ トは大 きい と考え られ る。従 って、メ......カー側の
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低燃費車導入のインセンテ ィブにな りうると考え られ、燃費税の効果は4.3.2で 試

算 した以上のものになると予想される。

ガソリン課税については走行距離 との関係が認められた。他の施策と併せて導入すれば

その効果を発揮することができるだろう。また、ガソリン価格が消費者の選好にあまり

影響 しないということも確認された。

 本研究で取 り上げた施策は数ある施策の うちのほんの一部にすぎない。他の施策 と併

せて、 より効果的な施策 を模索 してい く必要があると考えられる。
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